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の活動が活発に行われていたのである。 

町会は、各地域に単位町会が約 1,360 町会（2011 年時点）あり、その上にそれ

らを束ねる 62 の校下連合会がある。そして、各校下連合会長の集まりである金

沢市町会連合会が全体をとりまとめている（図１参照）。 

 

(2)町会の減少 

地域コミュニティ活動の中核を担ってきた町会であるが、今は減少の一途をた

どっている。図１でもわかるように、2001 年に金沢市の全世帯数に対して 77.2

％であった町会数が、2011 年には全世帯数約 19 万 3,000 戸に対し町会加入戸数

は約 14 万戸で、加入率は 73％と 4.2％も減少している。 

また、集合住宅入居者の加入率については、さらに低くなり、推測値ではある

が、分譲住宅では 56.2％、賃貸住宅では 52.0％となっている（表１参照）。 

 さらに、集合住宅入居者の町会活動への参加率となると、持ち家世帯を含め

た全体と賃貸及び分譲の集合住宅を比較すると極端に低くなり、防災・防犯活

動に関しては半分以下、環境美化活動となると、4 分の 1 以下の参加率に止まっ

ている（図２参照）。 

 

 

 

 表１ 集合住宅入居者の町会加入率 

 分譲住宅 賃貸住宅 

町会加入世帯数（A） 4,454 12,986 

調査票を回収した集合住宅の合計住戸数（B） 7,925 24,961 

町会加入率（C）＝(A)÷（B） 56.2％ 52.0％ 

注)（A）は、アンケートで回答のあった町会加入世帯数の集計値 
（B）は、集合住宅を外観から判断するなどの方法で数えた住戸数（推測値） 
（C）は、集合住宅の入居率を反映させていない（入居率を 100％とみた）町会加入率 

出所）金沢市提供資料 
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仕組みを整備してきた。また、金沢市では、2014 年に新幹線が開通する予定であ

ることも相まって、駅周辺を中心にアパートやマンションが数多く建設され、都

市化が進むことになった。結果として、金沢市の目的は達成できたのではあるが、

都市化によるデメリットである住民と地域とのつながりの希薄化や地域の連帯

力の低下がみられるようになったのである。 

 そこで、2007 年 3 月の輪島沖地震（能登沖地震）を経験した市長は、災害時に

隣近所の者が手に手を取って、お年寄りや子供達などの社会的弱者を守ることが

できる社会をつくることが重要であると考え、条例制定に着手することとなっ

た。また、町会に加入しないアパート住民などとのゴミ出しトラブルなどで困っ

た既存町会からの要請も条例制定を後押しする形となった。 

 市は、まず、2007 年 6 月 18 日に条例制定を検討するために、集合住宅のコミ

ュニティ組織形成検討懇話会を設置し、約半年間で計 5 回の会合を開いた。そし

て、同年 10 月 30 日から 11 月 28 日まで実施したパブリックコメントの結果も踏

まえ、翌 2008 年 1 月 15 日に『(仮称）集合住宅におけるコミュニティ組織の形

成に関する条例の検討報告書』が、検討懇話会座長（ノートルダム清心女子大学

文学部現代社会学科教授 橋本和幸氏）から市長へ提出され、同年３月議会で可

決され、同年 4 月 1 日から「集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進に

関する条例」が制定された。 

 

表２ 検討懇話会の開催状況 

会議名 時 期 内 容 

第 1 回懇話会 2006 年 6 月 18 日 課題の認識（勉強会） 

第 2 回懇話会 2006 年 7 月 30 日 条例に盛り込む事項の検討 

第 3 回懇話会 2006 年 8 月 27 日 条例に盛り込む事項の検討 

第 4 回懇話会 2006 年 10 月 1 日 条例骨子（案）の検討 

第 5 回懇話会 2006年 12月 17日
パブリックコメントの回答の検討 

条例制定にむけた検討報告書の方針策決定

出所）金沢市ホームページより 

 

(2)目的と理念 

 この条例は、その名の通り、集合住宅において、コミュニティ組織の形成を促

進させることで、集合住宅の住民を含む地域の住民相互の連帯意識を醸成すると

ともに、住民のまちづくりへの参画を促進し、もって良好な地域社会の形成に資

することを目的としている（１条）。そして、集合住宅のコミュニティ組織の形

成に必要なこととして、その第 3 条（基本理念）では、住民らが、コミュニティ

が重要であるという基本的認識を持ち（１項）、コミュニティ組織の形成主体は、
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集合住宅の住民自身であるという認識のもとに自主的な取り組みを基本とし（2

項）、集合住宅の住民、町会その他の地域団体、事業者、市が協働で取り組む（3

項）とされている。 

 

(3)各当事者の役割 

 条例ではその基本理念のもと、集合住宅の住民、町会その他の地域団体、事

業者、及び市それぞれが取り組む役割を明確化している。 

①集合住宅の住民の役割（4 条） 

 コミュニティの必要性への認識を深め、住民相互の交流を通して、自主的に

コミュニティ組織を形成する。そして、その形成にあたっては、区域の町会そ

の他の地域団体との連絡・調整をする。 

②町会その他の地域団体の役割（5 条） 

 誰もが参加しやすい開かれた活動の実施や参加の呼びかけ等を通して、集合

住宅の住民に、コミュニティの必要性を認識してもらう。そして、新たな集合

住宅が建築される場合は、活動に関する情報を事業者や入居者に情報提供をす

るなど、集合住宅の住民によるコミュニティ組織の形成のための取り組みを支

援する。 

③事業者の役割（6 条） 

 マンション等の建築にあたっては、コミュニティ組織の形成に配慮した構造、

設備等を有する集合住宅とし、集合住宅の周囲の居住環境に及ぼす影響も十分

配慮する。 

 また、販売、賃貸、管理にあたっては、コミュニティの必要性について、集

合住宅の入居者に説明し、集合住宅の住民と周辺の住民との良好な近隣関係を

保持する。 

④市の役割（7 条） 

 コミュニティ組織の形成の促進に必要な施策を策定し、実施するが、その施

策には、関係者の意見を十分に反映させ、理解と協力を得るための必要な措置

を講ずるものとする。また、コミュニティ組織の形成の促進に関する取り組み

について、相互の連携と協力が図られるよう必要な調整を行う。 

 

４．条例に基づく具体的施策 

 

 上述したように、地域における安全で安心な住みよいまちづくりのためのコ

ミュニティ組織の形成のためには、住民による自発的な取り組みはもとより、

条例 7 条に規定される市の施策が重要となる。 

条例で、市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進を図るた
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めに必要があると認めるときは、予算の範囲内において、財政的な援助をする

ことができるとしており（11 条）、事業者に対しては、以下の補助金が交付さ

れる仕組みをつくっている。 

 

(1)対事業主 

①あんしんコミュニティ集合住宅認証制度 

 これまでは、集合住宅が完成すると、既存町会は居住環境にどのような影響

が生じるのか、また集合住宅の住民らは地域活動に参加協力してくれるのか、

といったことが大変不安であった。他方、集合住宅への入居予定者も、地域活

動を含む、居住する地域の情報が不足しており、不安を持つことがあった。そ

こで、市は新たに建築する 15 戸以上の集合住宅の建築主に対し、住民と既存町

会その他の地域団体・市との間の窓口となるコミュニティ担当者を届けてもら

い、この情報を集合住宅の区域の町会長・校下（地区）町会連合会に提供する

のである。 

 そして、市はこの届出が事業者からなされた場合、コミュニティづくりに配

慮した集合住宅であることを認証し、認証書と認証マーク（ステッカー）を交

付し、さらに市のホームページに認証を受けた集合住宅を掲載する。この制度

により、集合住宅の分譲や入居者募集のPR効果を発揮させようとする訳である。 

②集合住宅のコミュニティスペース整備費補助制度 

 あんしんコミュニティ集合住宅認証制度で認証を受けた集合住宅の所有者が、

コミュニティスペースを設置し、コミュニティ組織を設立した場合、コミュニ

ティスペースの整備費用の一部を補助するものである。コミュニティスペース

は 15 戸以上の新築の集合住宅で 40 ㎡以上の面積があることが要件とされ、2

年以内にコミュニティ組織を設立しなければならない。補助金額は、13 万円／

㎡×コミュニティスペース面積×１／２（上限 300 万円）である。 

 

(2)集合住宅の住民 

①集合住宅のコミュニティスペース賃借料補助 

 集合住宅の住民で構成される町会が集合住宅の住戸の40㎡以上の空き室をコ

ミュニティスペースとして 1 年以上の期間を定めて賃借する場合、市は家賃相

当分×１／２（限度額 30 万円／1 年）を補助するという制度である（補助期間

は 5 年が限度）。 

②コミュニティ活動推進用具の購入等補助 

 町会が、コミュニティ活動の推進に使用する用具の購入や修繕を行う場合、

市が補助する制度である。対象となる用具は、子供みこしやもちつき道具、節

句人形や町会掲示板など多岐にわたるが、それぞれの用具購入者については限
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度額等の条件が付されている。 

 

(3)コミュニティ相談窓口の開設 

 条例 8 条では、市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進を

図るため、町会その他の地域団体と連携しながら、集合住宅におけるコミュニ

ティ組織の形成に関する相談体制の整備を図るものとしており、市では 2008 年

4 月 2 日より、金沢市町会連合会と協働して「コミュニティ相談窓口」を開設し、

専任のコミュニティアドバイザーが相談に応じる体制を整えている。 

 コミュニティアドバイザーは定員１名であり、任期は 1 年ごとの更新となっ

ている。かつては NPO の事務局長であり町会長でもある方が担当していたが、

現在は校下地区町会連合会副会長が就任している（2011 年 10 月より）。アドバ

イザーの身分は市の職員ではなく、金沢市町会連合会の職員の身分である。 

 

５．実績 

 

 コミュニティ条例に基づき、2008 年より具体的な施策を実施してきた結果、

2011 年までに単独町会としてのマンション町会（注文住宅町会）は 7 件増加し

た。そのうち 5 件は条例制定前より町会設立の検討がなされてきたが、条例制

定により、実現までの速度が早まったといえよう。また、7 件の町会のうち、1

件は集合住宅認証制度による認証が行われている。なお、集合住宅の新築につ

いては、条例制定後の 2008 年と 2009 年については不景気の影響もあり、マン

ション建設がなく、件数が０件であり、2010 年度は 5 件（うち 2 件がマンショ

ン町会が設立された）、2011 年度は 1 件建設されている。 

 また、金沢市としては、条例の効果として具体的に把握しているものはない

が（調査時点）、旧市街地（金沢城周辺など）に多く生活している高齢者が所

属するまちなか町会が、マンション町会ができることによって、子供会を通じ

ての交流が図られるようになっているし、祭りが出来なくなっていたまちなか

町会が祭りの道具などをマンション町会に提供し、地域の祭りの復活もなされ

たようである。また、集合住宅のコミュニティスペース賃借料補助の実績はな

いが、既存町会からの要望があるようである。しかし、既存町会については、

すでにコミュニティセンター建設に対する補助制度（建設にかかる費用の１／

２を市が、１／４を県が負担する制度）が存在するため、賃借料補助は認めら

れない。 

 コミュニティ相談窓口については、初年度は 204 件、21 年度は 183 件、22 年

度は 225 件の相談が寄せられた。相談内容は、当初、集合住宅の町会設立や加

入、及び運営に関する相談が中心であったが、最近では半数が、町会とのトラ
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ブルに関することなどの苦情である。具体的には、町会に加入していないが絶

対に入らねばならないのか、町会に入ってない者を加入するようにどのように

説得すれば良いか、町会に加入していないとゴミステーションを利用させない

と言われた（市としては税金が払われているので利用させないわけにはいかな

い）などである。 

 

６．おわりに 

 

明確な理念の下、充分に検討されて制定された条例ではあるが、課題は少な

からず存在する。 

コミュニティスペースの補助は、「あんしんコミュニティ集合住宅認証制度」

による認証を受け、集合住宅の新築工事の着手前に 40 ㎡以上のコミュニティス

ペースの整備計画の認定を受ける必要があるため、すでに建てられているとこ

ろは難しいし、建設前であっても、コミュニティスペースを作るより、部屋を

ひとつでも増やした方が良いと考える事業者は少なくない。そもそも、認証や

補助の申請は、建築確認がなされた時点（設計が終わった段階）で申請される

ため、事業者は、その後の設計変更を嫌がる場合が多い。集合住宅認証制度で

認証を受ける対象が新築に限らず既存の集合住宅でも良いのに対して、整備費

補助の要件は、新築の集合住宅のみを対象としている点が混乱させる要因にも

なると考えられる。また、集合住宅のコミュニティスペース整備費補助制度の

存在が周知徹底されていなければ、集合住宅の建築に着手してしまってから本

制度の存在に気づく場合もあるだろうから、何かしらの対応策、たとえば、申

請はされていなくとも、コミュニティスペース整備の計画が存在していたこと

の証明がなされるような場合には遡求して認めるなどの対応は図られても良い

ように感じる。 

しかし、以上のような課題はあるものの、本条例のもとに設立された町会加

入者は、町会があることで子供会などの活動が充実した。また、多くが隣近所

の方々と仲良くなれたと述べている。一方、集合住宅建設事業者等からは、集

合住宅で町会をつくってもらうことで、管理組合の設立がスムーズに行われる

という意見や災害時の対応などについても実質的な対応が図られるとの意見が

寄せられているようである。 

このような評価は、まさに条例が目的としているところであり、今後の検証

を待たねばならないとは思うが、条例の効果が充分に発揮されているように感

じる。 

 

     （経済学部准教授・社会調査研究センター） 

－78－



 

※本報告書は、2012 年に金沢市市民局市民参画課に対して行った調査とご提供

いただいた資料に基づいて作成したものである。本報告書を作成するにあた

り、ご協力いただいた市民参画課主査の南川洋一郎氏に心から謝意を表した

い。
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〔参考資料〕 

集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進に関する条例 

（平成２０年 ３ 月２６日条例第２号） 

 

（目的） 

第 １ 条 この条例は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進につい

て、その基本理念、集合住宅の住民、町会その他の地域団体、事業者及び市の

役割、基本となる事項等を明らかにすることにより、集合住宅の住民を含む地

域の住民相互の連帯意識を醸成するとともに、住民のまちづくりへの参画を促

進し、もって良好な地域社会の形成に資することを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第 ２ 条 この条例において「集合住宅におけるコミュニティ組織の形成」とは、

集合住宅の住民自らが地域社会を構成する一員として、良好な地域社会の 維持

及び形成に資する活動を行うことを目的とする組織（以下「コミュニティ組織」

という。）を設立し、 又は集合住宅の存する区域における既存のコミュニティ

組織に加わることをいう。 

２ この条例において「集合住宅」とは、マンション、アパート等同一棟内に複

数の住戸が集合している建築物をいう。 

３ この条例において「町会その他の地域団体」とは、既存のコミュニティ組織

又はその連合組織をいう。 

４ この条例において「事業者」とは、集合住宅の建築、販売、賃貸又は管理を

行う  者をいう。 

５ この条例において「コミュニティ」とは、一定の区域内に居住する者相互の

連帯意識に 基づく人と人とのつながりをいう。 

 

（基本理念） 

第 ３ 条 集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進は、地域における安

全で安心な 住みよいまちづくりに関する活動には住民の理解と協力による主

体的な取組が大きな役割を果たすものであり、その取組を行うにはコミュニテ

ィが重要であるという基本的認識のもとに行われるものとする。 

２ 集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進は、集合住宅におけるコミ

ュニティ組織の形成の主体は集合住宅の住民自身であるという認識のもとに 、

その自主的な取組を基本として行われるものとする。 

３ 集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進は、集合住宅の住民の多様

な価値観及び自主性を尊重しつつ、町会その他の地域団体、事業者及び市がそ
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れぞれの役割を認識し、集合住宅の住民とこれらの者との相互の理解と連携の

もとに、協働して行われるものとする。 

 

（集合住宅の住民の役割） 

第 ４ 条 集合住宅の住民は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、コミュニティの必要性についての認識を深めるとともに、

住民相互の交流を 通して連帯意識を醸成し、自主的に集合住宅におけるコミュ

ニティ組織の形成を図るよう努めるものとする。 

２ 集合住宅の住民は、基本理念にのっとり、自らが地域社会を構成する一員で

あることを理解し、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成に当たっては、

集合住宅の存する区域の町会その他の地域団体との連絡及び調整に努めるもの

とする。 

３ 集合住宅の住民は、基本理念にのっとり、本市が実施する集合住宅における

コミュニティ組織の形成の促進に関する施策に協力するよう努めるものとす

る。 

 

（町会その他の地域団体の役割） 

第 ５ 条 町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、誰もが参加しやすい

開かれた活動の実施、当該活動への参加の呼びかけ等を通して、集合住宅の住

民がコミュニティの必要性についての認識を深めることができるよう努めるも

のとする 。 

２ 町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、その区域に新たな集合住宅

が建築される場合は、当該町会その他の地域団体の活動に関する情報を事業者

及び集合住宅に入居する者に提供するよう努めるものとする。 

３ 町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、その区域に存する集合住宅

の住民による集合住宅におけるコミュニティ組織の形成のための取組を支援す

るよう努めるものとする。 

４ 町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、本市が実施する集合住宅に

おけるコミュニティ組織の形成の促進に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

 

（事業者の役割） 

第 ６ 条 事業者は、基本理念にのっとり、集合住宅の建築に当たっては、集合

住宅におけるコミュニティ組織の形成に配慮した構造、設備等を有する集合住

宅の建築を行うよう努めるとともに、良好な近隣関係を損なわないよう、当該

集合住宅の周囲の居住環境に 及ぼす影響に十分配慮するよう努めるものとす
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る。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、集合住宅の販売、賃貸又は管理に当たって

は、コミュニティの必要性について集合住宅に入居する者に説明するよう努め

るとともに、集合住宅の住民と当該集合住宅の存する区域の住民との良好な近

隣関係が保持されるよう努めるものとする。 

３ 事業者は、基本理念にのっとり、本市が実施する集合住宅におけるコミュニ

ティ組織の形成の促進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（市の役割） 

第 ７ 条 市は、基本理念にのっとり、集合住宅におけるコミュニティ組織の形

成の促進を 図るために必要な施策を策定し、及び実施するものとする。 

２ 市は、基本理念にのっとり、前項の規定により策定する施策に集合住宅の住

民、町会その他の地域団体及び事業者の意見を十分に反映させるよう努めると

ともに、その施策の実施に当たっては、これらの者の理解と協力を得るための

必要な措置を講じるものとする。 

３ 市は、基本理念にのっとり、集合住宅の住民、町会その他の地域団体及び事

業者が 行う集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進に関する取組に

ついて、相互の連携と協力が図られるよう必要な調整を行うものとする。 

 

（相談体制の整備） 

第 ８ 条 市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進を図るた

め、町会その他の地域団体と連携しながら、集合住宅におけるコミュニティ組

織の形成に関する相談体制の整備を図るものとする。 

 

（人材等 の育成） 

第 ９ 条 市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進を図るた

め、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成を推進し、又は支援する人材及

び団体の育成に努めるものとする。 

 

（事業者による連絡担当者の選任等） 

第 10 条 規則で定める集合住宅の建築主である事業者は、新たな集合住宅の建

築を行おうとするときは、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成について

当該集合住宅の住民、町会その他の地域団体又は市との連絡に当たる者として、

建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者ごとの担当者を選任し、規則で定める

ところにより、市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合は、当該集合住宅の存する区域
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の町会その他の地域団体に対し、その届出に係る情報の提供を行うものとする。 

 

（援助） 

第 11 条 市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進を図るため

必要があると認めるときは、予算の範囲内において、財政的な援助をすること

ができる。 

 

（表彰） 

第 12 条 市長は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進に著しく貢

献した者を表彰することができる。 

 

（委任） 

第 13 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。ただし、第 10 条の規定は、同

年 10 月 １日から施行する。 
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